




The features of SMEs in Local Area which develop human resources














































































































































































































































































































































































































企業 所在地 従業員数 経営者生年 事業内容 人材育成の特徴





















E社 池田町 50 1964年生
製缶・板金加工製
造業
全従業員が国家資格である「技能
士」を取得。また毎年、技能五輪に
も参加。
（出所）筆者作成。
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材の生産、および包装袋をつくる機械の設計・開発
（生産は外注）を手がける。それらをきのこ農家に
セット販売し、農家が包装袋を生産するビジネスモ
デルをとっている。C社の機械を使う場合、継続的
にC社の包装資材が必要になり、その逆も同様で
ある。機械の貸与年数7年だが、5年程度で更新を
持ちかけており、その引き合いも継続的である。さ
らに包装資材の市場規模は10億円程度であり、そ
の規模の小ささから新規参入者はみられない。そ
のため先行者利益を享受、高収益を上げるととも
に長野県で30％、全国で50％のシェアをとっている。
　また機械化・自動化を進め、かつては生産だけ
で50名の従業員であったが現在は18名まで減少し
ている。残りは営業・メンテナンスのスタッフで全国
の顧客サポ トーにあてており、このサービス体制が
C社の強みにもなっている。
D社
　D社は多品種少量分野、自動車以外の量産分野
を対象とした機械加工業であり、被加工材も鉄、ス
テンレス、銅の他、チタンなど難削材も幅広く手が
ける。他社が避けるような受注を積極的に取りに行
くことで収益を確保している。
　またD社の経営方針の1つである現場力では毎
月、グループ単位での目標件数に向けてのカイゼン
活動が行われている。そこで可能になった合理化
の成果を効果金額として算出している。例えば整
理整頓の結果、捻出された余剰床面積も平米あた
りの換算表で金額に変換するなどである。これら
から生じた資金が人材育成にかかる経費にも充て
られている。
E社
　従来の半導体・液晶製造設備といった受託生産
の他に、数年前から自社ブランドの真空容器・チャ
ンバーの生産にも取り組むようになった。受注はイ
ンターネットを通じてであり、キーワ ドー検索すると
当社がトップに出る仕組みとなっている。問い合わ
せは、従来のメーカーの購買部門ではなく設計部
門、もしくは大学の研究者や学生が多い。同様のビ
ジネスは他社でも展開しているが、図面の段階か
ら顧客の要望に沿った形で生産できるのはE社だ
けで、その点で競争優位をもっている。こうした自
社ブランド製品は、競合者が多く、希望価格が通ら
ない受託生産に比べて主体的に価格が決められる
ため利益につながっている。
3．非経済的インセンティブ
A社
　A社の採用は、大卒はほとんどなく、中途を中心
に行われている。前職の業種は様々で平均年齢35
歳ぐらいであるが、定着はすこぶる良い。理由は
「適材適所」ではなく、「適所適材」を重視してい
ることにある。前者は人（人材）が先にあり、その人
を適する場所、能力を発揮できる場所に配置する
という考え方である。これに対して、後者は場所
（職務）が先にあり、その職務内容や求められる
資質を明確にして、それに合う人材を配置するとい
う考え方である。その区別が重要と認識しており、
人はそこで育つ、また育つように仕向けている。
B社
　従業員の定着は良好で、なかでも男性（9名）に
関して2000年以降、定年以外の退職者はない。理
由として、新製品開発に積極的なことがある。B社
は通販も手掛けており、新製品がないと既存顧客
にマンネリ感を与える。そのため、味噌をつかった
新商品を少なくとも年間で2アイテムを開発・製造
販売している。これが従業員のスキルアップだけで
なく、地元紙にも掲載されるなど従業員のモチベー
ションアップ、社員の誇りにもつながっている。また
業界団体の技術講座、民間の研修機関への参加
も積極的で、国家資格の取得奨励などへのサポー
トも従業員から好評を得ている。
C社
　業界のなかでも高いシェアをもち、そのため給与
水準は低くない。そのため報酬には「満足」とする
従業員が多くを占めている。こうした経済的インセ
ンティブに加え、決められた時間内で仕事が終了す
る、土日は確実に休みという雇用条件が人の定着
につながっている。
　また全従業員と面談し、希望する職種を確認し、
その意向を尊重している。例えば、昇進を望まない
人、部下をもちたくない人、出張・転勤を望まない人
は専門職にするなどである。
D社
　人の定着は1年以上超えると良好である。4年生
大学の卒業生のなかには早い段階での内定欲しさ
だけで入社するケ スーもあり、その場合、早々に退
職する。それを回避するため、マイナビ、リクナビを
使わずに、学校の就職課に求人を出すなど、ものづ
くりを好きな人材を直接採りに行っている。またD
社の平均年齢は中小製造業にしては30代後半と大
変若い。その理由として5代目にあたる現社長も42
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歳と若いこともあるが、若い人が親しみやすい環
境をつくりだしていることがある。例えば、社内掲
示、HP、そして社長のブログなど情報の意思疎通
の円滑化を図る、従業員のユニフォームはアパレル
のデザイナーに依頼するなどである。
E社
　従業員の平均年齢は30代と若く、女性従業員も
少なくない。定着も良好である。E社では2001年の
経営が厳しかった時から、職階名を経営役員、経
営幹部、経営社員（現場担当者も含む）という名称
にしている。それぞれの従業員にも1人／50人（全
従業員数）の経営責任があることを自覚してもらう
ためである。
　また全従業員に技能士など資格取得を奨励して
いる。さらに5年前から、そのなかから技能五輪の
出場者を選定し、企業挙げての支援を行っている。
　さらにメディア活用を意図的、積極的に行ってお
り、講習会などが地元メディアに取り上げられるこ
となどが従業員のモチベーションアップにつながっ
ている。
Ⅴ．小括
　以上をみると、全ての企業に人材育成を始める
「きっかけ」がみられ、その多くは直面する経営危
機である。そうした危機などを足掛かりに人材育成
に乗り出したところが、現在の成果につながってい
る。
　また、コストを支える収益力も持ち合わせている。
収益を生み出す源泉は各社異なり、A社は高い品
質保証、B社は商品開発力と複数の販路、C社は材
料と機械に特化したビジネスモデル、D社はカイゼ
ン活動による利益捻出、E社は自社ブランド製品の
インタ ネーット受注などである。これらも、それぞれ
濃淡はあるが人材育成の成果との関連もみられて
いる（特にA社、B社、D社）、人材育成が収益力を
もたらし、それが人材育成に必要なコストを支えて
いるのである。
　同時に人材の定着について、こうした収益力に
よってもたらされる経済的インセンティブによるも
のだけでなく、資格取得の奨励やマスコミを使った
モチベーションアップなど企業や業務への意識を
高める非経済的インセンティブも多くみられること
が確認された。
　以上を踏まえると、人材育成に成果を収める企
業には、それに取り組む「きっかけ」があり、またそ
れにかかるコストを支える「収益力」があり、かつ
人の定着をもたらす「非経済的インセンティブ」が
あることが確認された。
　これを踏まえると、人材育成に「きっかけ」「収
益力」「非経済的インセンティブ」が必要となるが、
果たして全てのケ スーにあてはまるだろうか。今回
は限られた業種・規模のみの5社を対象にしたが、
「収益力」のない企業でも人材育成に成果を収め
る企業はあるのかもしれない。その場合、なぜそれ
が可能になっているのか、また、その成果が「収益
力」になぜつながらないのかなど検討すべき点は
少なくない。この点を含め、今後の研究課題として、
人材育成とここで指摘した3つの関係をより明確に
することである。これにより、地域の中小企業が人
材育成に成果を収める一助になれば幸いである。
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注
注1　http://www.pref.nagano.lg.jp/shigaku-koto/
kensei/shisaku/sangakukanentaku/sangaku-
kanentaku.html参照（閲覧日2017年1月5日）。
注2　専門部会は、県内4大学（諏訪東京理科大学、長
野大学、松本大学、信州大学）、4経済団体（長野
県経営者協会、長野県中小企業団体中央会、長
野県商工会議所連合会、長野県商工会連合会）、
長野県県民文化部から構成される。
注3　HazardAnalysisCriticalControlPointの略称
で、危害分析・重要管理監視点と訳する。主に微
生物による危害から食品の安全性を守るために、
製造から消費者への出荷まで全工程で連続的に
監視するもの。
注4　SafeQualityFoodの略称で、HACCP原則およ
びガイドラインを活用し、食品業界や企業がブラ
ンドをつけて販売する商品の価値を守り、サプラ
イヤーとその顧客に利益をもたらすことを目的と
し、危害分析重要管理点（HACCP）をベ スーとし
た食品安全および品質マネジメントシステムのこ
と。
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